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１【半期報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成18年12月25日に提出いたしました第12期中（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）の半期報告書の記載事項のう

ち一部について訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するために半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

  

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第５ 経理の状況 

中間財務諸表等 

(1）中間財務諸表 

注記事項 

（中間損益計算書関係） 

（リース取引関係） 

  

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は 線で表示しております。 

  

  



第一部【企業情報】 
  

第５【経理の状況】 
  

【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

注記事項 

（中間損益計算書関係） 

（訂正前） 

  

（訂正後） 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．～５．省略 ※１．～５．省略 ※１．～５．省略 

※６．減損損失 ※６．減損損失 ※６．減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計上

しました。 

 当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計上

しました。 

 当事業年度において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上しま

した。 

（省略） （省略） （省略） 

 なお、資産グループごとの回収可能価

額は主として使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを６％で割

り引いて算定しております。 

 なお、資産グループごとの回収可能価

額は主として使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを６％で割

り引いて算定しております。 

 なお、資産グループごとの回収可能価

額は主として使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを６％で割

り引いて算定しております。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．～５．省略 ※１．～５．省略 ※１．～５．省略 

※６．減損損失 ※６．減損損失 ※６．減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計上

しました。 

 当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計上

しました。 

 当事業年度において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上しま

した。 

（省略） （省略） （省略） 

 なお、資産グループごとの回収可能価

額は主として使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを６％で割

り引いて算定しております。 

 なお、資産グループごとの回収可能価

額は主として使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを５％で割

り引いて算定しております。 

 なお、資産グループごとの回収可能価

額は主として使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを６％で割

り引いて算定しております。 



（リース取引関係） 

（訂正前） 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円）

工具器具及び
備品 

583,375 345,625 237,749

無形固定資産
（ソフトウェ
ア） 

160,275 135,902 24,373

合計 743,651 481,527 262,123

  

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

工具器具及び
備品 

368,537 246,184 122,352

建物 256,483 4,534 251,948

有形固定資産
（その他） 

28,316 471 27,845

無形固定資産
（ソフトウェ
ア） 

29,862 26,638 3,223

合計 683,199 277,829 405,370

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

工具器具及び
備品 

450,674 279,647 171,027

ソフトウェア 83,712 72,238 11,474

合計 534,387 351,885 182,501

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

（注）      同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 136,316千円

１年超 125,806千円

合計 262,123千円

  
１年内 74,344千円

１年超 328,913千円

合計 403,258千円

１年内 96,614千円

１年超 85,886千円

合計 182,501千円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

（注）      同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 
  

支払リース料 95,879千円

減価償却費相当額 95,879千円

  
支払リース料 71,566千円

減価償却費相当額 71,566千円

支払リース料 172,556千円

減価償却費相当額 172,556千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

───── ───── ───── 

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

同左 同左 



（訂正後） 

  

  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円）

工具器具及び
備品 

583,375 345,625 237,749

無形固定資産
（ソフトウェ
ア） 

160,275 135,902 24,373

合計 743,651 481,527 262,123

  

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

工具器具及び
備品 

368,537 246,184 122,352

建物 201,600 4,120 197,480

無形固定資産
（ソフトウェ
ア） 

29,862 26,638 3,223

合計 599,999 276,942 323,056

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

工具器具及び
備品 

450,674 279,647 171,027

ソフトウェア 83,712 72,238 11,474

合計 534,387 351,885 182,501

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

（注）      同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 136,316千円

１年超 125,806千円

合計 262,123千円

  
１年内 74,887千円

１年超 248,168千円

合計 323,056千円

１年内 96,614千円

１年超 85,886千円

合計 182,501千円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

（注）      同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 
  

支払リース料 95,879千円

減価償却費相当額 95,879千円

  
支払リース料 59,891千円

減価償却費相当額 59,891千円

支払リース料 172,556千円

減価償却費相当額 172,556千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

───── ───── ───── 

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

同左 同左 


	表紙
	本文
	１半期報告書の訂正報告書の提出理由
	２訂正事項
	３訂正箇所
	第一部企業情報
	第５経理の状況
	中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表





	pageform1: 1/5
	pageform2: 2/5
	form1: EDINET提出書類  2007/12/05 提出
	form2: スターバックス　コーヒー　ジャパン　株式会社(431415)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/5
	pageform4: 4/5
	pageform5: 5/5


